
本人確認が必要な取引

0口座開設・貸金庫・保険契約・保護預かりな

どの取引を開始されるとき

0200万円を超える現金取引をされるとき

◎10万円を超える現金でのお振込み　等

10万円を超える現金での自己宛小切手の振

出しと現金化、10万円相当額を超える国外送

金も含まれます。

○ハイリスク取引の場合（裏面参照）

なりすまし等が疑われる取引

※これらの取引以外にも、本人確認をさせて頂

くことがありますので、ご協力をお願い致し

ます。

「犯罪による収益の移転防止に関する法律」

本人特定事項の主な確認書類

■通常の取引

個人の場合（氏名・住所・生年月日のあるもの）

顔写真のある官公庁発行書類

撃運転免許証、運転経歴証明書

旅券（パスポート）

餅個人番号カード

垂在留カード、特別永住者証明書

済身体障害者手帳 など

顔写真の聡い官公庁発行書類＋追加措置

替各種健康保険証（国民健康保険の被保険者

証、健康保険の被保険者証など）

静介護保険被保険者証

魯国民年金手帳
㊥国家・地方公務員共済組合の組合員証

⑳母子健康手帳

螢戸籍謄本・抄本、住民票　　　　　　など
※個人番号の「通知カード」は本人確認書頬に

利用できません。

法人の場合

※法人の取引担当者の上記書類も必要

窃登記事項証明書

⑳印鑑登録証明書

（名称・所在地の記載のあるもの）　など

雷ハイリスク取引

通常の取引時に提示等された本人特定事項を

確認する公的書類とは別の公的書類
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0本人特定事項……公的書類での確認項目

「氏名」・「住所」・「生年月日」

本 人確 認書 類 が 記顔 写真 付の 場合

本人確認書類（運転免許証など）1枚の提示

で本人特定事項の確認は完了します。

◎ 本人確認書類が詔顔写真付でない場合

2種類の本人確認書類を提示
※戸籍謄本と住民票等の場合は認められません。

または

本人確認書頬に記載の

住所に取引関係文書を

転送不要郵便等で送付

（その場で確認は完了しません）

◎「取引を行う目的」・「お客さまのご職業」

……申告をお願い致します。

ご本人の確認の他に、代理人の「本人特定事項」・

「代理人であること」を確認します。

個人の代理人と認められる者は、顧客等と同

居の親族や法定代理人、顧客等が作成の委任状

等のある者などをいいます。

0本人特定事項……公的書類での確認項目

「名称」・「本店または主たる事務所の所在地」

◎「取引を行う日的」

……申告をお願い致します。

◎「事業の内容」

……登記事項証明書等で確認します。

O「法人の実質的支配者の本人特定事項」

……申告をお願い致します。

※実質的支配者の範囲が変更され、支配的な影響

力のある個人がいないなどの場合は、法人を代

表し、その業務を執行する者が実質的支配者と
なります。

法人の実質的支配者とは

●株式会社等で、当該法人の議決権の総数の
25％超を有する者（50％超を有する者が
いる場合はその者のみ）など
●上記以外の場合は、その法人を代表し、その
業務を執行する者

◎実際に取引を行う者の本人確認書類の提示

法人等の取引の任に当たる者の「本人特定事項」・

「法人等を代理していること」の確認をします。

0顧客等が作成の委任状等のある者

◎顧客等を代表する権限のある役員として登記

されていること　　　　　　　　　　　　など

（注）顧客等が発行した社員証などでは認められな

くなりましたのでご留意ください。

国・地方公共団体等の場合

＊人格のない社団・財団については下記。

実際に取引の任に当たる者の「氏名」・「住所」・

「生年月日」を公的書類で確認します。

人格のない社団・財団の場合

0実際に取引の任に当たる者の「氏名」・「住

所」・「生年月日」を公的書類で確認します。

◎「取引を行う目的」・「事業の内容」を申告に

より確認します。

本人確認書類の有効期間について（則第7条）

本人確認書類は、有効期間（または期限）があ

るものは提示または送付日において有効なも

の、それ以外では6か月以内に作成されたも

のに限られています。

ハイリスク取引の場合

改めて本人特定事項等による確認を行います。

ハイリスク取引が200万円を超える場合は、

「資産及び収入の状況」を次の書類（写しを含む）

で確認します。

個人…源泉徴収票・確定申告書・預貯金通帳等、

配偶者（事実婚を含む）の同様な書類

法人…貸借対照表・損益計算書等

＊なりすまし等が疑われる取引など


